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私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

　

私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我
が

国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る
役
割

の
重
要
性
に
か
ん
が
み
、
従
来
か
ら
そ
の
充
実

に
努
め
て
き
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

私
学
助
成
関
係
平
成
十
八
年
度
予
算
（
案
）

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

（
左
表
参
照
）

一　

私
立
大
学
等
の

　
　

経
常
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、私
立
の
大
学
・

短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
の
教
育
研
究
条
件

の
維
持
向
上
、
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

等
に
資
す
る
た
め
、
学
校
法
人
に
対
し
て
私
立

大
学
等
の
教
育
又
は
研
究
に
係
る
経
常
的
経
費

に
つ
い
て
、
補
助
す
る
も
の
で
あ
り
、
総
額
で

三
、
三
一
二
億
五
、
〇
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度

比
二
〇
億
円
増
）
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

内
訳
と
し
て
、
ま
ず
、
私
立
大
学
等
へ
の
基

盤
的
助
成
と
し
て
不
可
欠
な
「
一
般
補
助
」
に

つ
い
て
は
、
新
た
に
、
教
職
員
の
雇
用
保
険
料

等
や
、
学
校
教
育
法
に
お
い
て
義
務
付
け
ら
れ

て
い
る
認
証
評
価
制
度
に
対
応
す
る
評
価
料
等

に
つ
い
て
補
助
対
象
と
す
る
こ
と
と
し
、
平
成

九
年
度
以
来
の
増
額
（
対
前
年
度
比
一
〇
億
円

増
）
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
特
別
補
助
」
に
つ
い
て
は
、
経
済

的
に
修
学
困
難
な
学
生
に
対
す
る
授
業
料
減
免

事
業
等
へ
の
支
援
（
二
〇
億
円
。
新
規
）
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
活
性
化
や
生
涯
学

習
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
な
ど
社
会
的
要
請
の
強
い

特
色
あ
る
教
育
研
究
へ
の
支
援
を
充
実
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、「
私
立
大
学
教

育
研
究
高
度
化
推
進
特
別
補
助
」に
つ
い
て
は
、

制
度
創
設
三
年
目
と
な
る
法
科
大
学
院
へ
の
支

援
を
充
実
（
四
八
億
円
。
対
前
年
度
比
八
億
円

増
）
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
、
競
争
的
環

境
の
下
で
世
界
水
準
の
優
れ
た
私
立
大
学
等
づ

く
り
を
目
指
す
観
点
か
ら
、
意
欲
と
可
能
性
に

富
ん
だ
私
立
大
学
等
へ
の
重
点
的
な
支
援
を
推

進
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

二　

私
立
高
等
学
校
等
の

　
　

経
常
費
助
成
費
等
に
対
す
る
補
助

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
は
、

私
立
の
高
等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・

小
学
校
・
幼
稚
園
及
び
特
殊
教
育
諸
学
校
に
お

け
る
教
育
条
件
の
維
持
向
上
、
修
学
上
の
経
済

的
負
担
の
軽
減
等
に
資
す
る
た
め
、
都
道
府
県

が
行
う
私
立
高
等
学
校
等
の
経
常
費
助
成
費
に

対
し
国
が
補
助
す
る
も
の
で
あ
り
、総
額
で
一
、

〇
三
八
億
五
、
〇
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度
比
五

億
円
増
）
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
全
国
的
な
視
点
か
ら
、
教
育
へ
の
意

欲
に
富
み
、
独
創
的
か
つ
着
実
な
教
育
を
お
こ

な
う
私
立
学
校
や
、
特
別
な
支
援
が
必
要
な
私

立
高
等
学
校
等
に
対
し
て
直
接
国
が
補
助
し
て

い
ま
す
。

　

都
道
府
県
向
け
補
助
金
の
う
ち
、
一
般
補
助

に
つ
い
て
は
、
生
徒
等
一
人
当
た
り
の
補
助
単

価
の
増
額
に
努
め
、
生
徒
等
数
の
減
少
が
続
く

中
で
は
あ
り
ま
す
が
、
増
額
（
九
〇
九
億
九
、

九
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比
三
億
三
、
三
〇
〇

万
円
増
）
を
図
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
「
一
般
補

助
の
特
別
分
」
と
し
て
、

　

①
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
整
備
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

　
　

接
続
等
の
Ｉ
Ｔ
教
育
環
境
の
充
実

　

②
Ｉ
Ｔ
教
育
人
材
の
育
成
・
高
度
化

　

③
少
人
数
教
育
等
き
め
細
か
な
学
習
指
導
の

推
進

　

④
教
員
の
能
力
開
発
及
び
資
質
の
向
上

　

⑤
体
験
学
習
の
推
進

と
い
っ
た
、
豊
か
な
心
と
学
力
を
身
に
つ
け
る

教
育
の
推
進
に
対
す
る
補
助
の
充
実
を
図
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
補
助
で
は
、
生
徒
等
の
修
学
上

の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
授
業
料
減

免
事
業
等
支
援
特
別
経
費
の
充
実
（
六
億
三
、

八
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比
三
億
三
、
八
〇
〇

万
円
増
）
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

三　

私
立
大
学
等
の
教
育
研
究
装
置
等

　
　

の
整
備
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設

整
備
費
補
助
は
、
我
が
国
の
学
術
研
究
及
び
高

等
教
育
の
高
度
化
を
推
進
す
る
た
め
、
私
立
の

大
学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
及
び
専
修

学
校
（
専
門
課
程
）
の
教
育
研
究
装
置
及
び
施

設
の
整
備
費
に
つ
い
て
補
助
す
る
も
の
で
あ

り
、
総
額
一
一
四
億
三
、
四
〇
〇
万
円
（
対
前

年
度
比
二
九
億
一
、
五
〇
〇
万
円
減
）
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　

十
八
年
度
に
お
い
て
は
、
特
に
防
災
機
能
等

強
化
の
た
め
の
補
助
の
充
実
を
図
る
こ
と
と

し
、（
一
八
億
八
、
七
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度

比
六
億
五
、
九
〇
〇
万
円
増
）
新
た
に
、
ア
ス

ベ
ス
ト
対
策
工
事
を
支
援
す
る
ほ
か
、
施
設
の

耐
震
化
工
事
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
工
事
に
対
す

る
支
援
を
強
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

四　

私
立
大
学
等
の
研
究
設
備

　
　

整
備
費
等
に
対
す
る
補
助

　

私
立
大
学
等
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
は
、

私
立
大
学
に
お
け
る
基
礎
的
研
究
に
必
要
な
研

究
設
備
の
整
備
費
や
、
私
立
の
大
学
、
短
期
大

学
、
高
等
専
門
学
校
及
び
専
修
学
校
（
専
門
課

程
）
に
お
け
る
学
術
研
究
又
は
教
育
に
必
要
な

情
報
処
理
関
係
設
備
の
整
備
費
に
つ
い
て
補
助

す
る
も
の
で
あ
り
、
総
額
七
七
億
七
、
七
〇
〇

万
円（
対
前
年
度
比
二
億
一
、三
〇
〇
万
円
増
）

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
学
術
研
究
の
高
度
化
に
対
応
す
る
た

平
成
十
八
年
度 

　
　

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要

平
成
十
八
年
度 

　
　

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要

平
成
十
八
年
度 

　
　

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要
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め
、
私
立
大
学
学
術
研
究
高
度
化
推
進
事
業
を

含
む
研
究
設
備
の
整
備
に
対
す
る
支
援
の
充
実

（
四
三
億
一
、
二
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比
六

億
六
、
二
〇
〇
万
円
増
）
を
図
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

五　

私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進

　
　

事
業
費
に
対
す
る
補
助（
利
子
助
成
）

　

私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進
事
業
費
補
助

（
利
子
助
成
）
は
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共

済
事
業
団
の
融
資
を
受
け
て
実
施
し
た
施
設
整

備
事
業
に
対
し
、
こ
の
融
資
に
係
る
利
子
助
成

に
必
要
な
経
費
を
財
団
法
人
私
学
研
修
福
祉
会

を
通
じ
て
補
助
す
る
も
の
で
あ
り
、
所
要
額
と

し
て
一
一
億
八
、
九
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度　

同
額
）
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

六　

私
立
高
等
学
校
等
施
設
高
機
能
化

　
　

整
備
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
高
等
学
校
等
施
設
高
機
能
化
整
備
費
補

助
は
、
教
育
の
多
様
化
、
弾
力
化
、
個
性
化
な

ど
、
時
代
の
要
請
に
対
応
し
た
安
全
か
つ
新
し

い
学
習
空
間
の
整
備
を
積
極
的
に
支
援
す
る
観

点
か
ら
、
教
育
課
程
の
改
訂
や
Ｉ
Ｔ
教
育
の
推

進
を
始
め
と
す
る
諸
課
題
に
対
応
で
き
る
よ

う
、
施
設
の
高
機
能
化
を
目
的
と
し
た
施
設
整

備
に
対
す
る
補
助
を
推
進
す
る
も
の
で
あ
り
、

総
額
二
〇
億
七
、
八
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度
比   

二
億
円
増
）
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
大
学
等
と
同
様
に
防
災
機
能
等
強
化

の
た
め
の
補
助
事
業
の
充
実
を
図
る
こ
と
と
し

（
一
六
億
三
、
八
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比
七

億
二
、
四
〇
〇
万
円
増
）、
そ
の
中
で
新
た
に
、

学
校
施
設
の
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
工
事
に
対
す
る

補
助
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

七　

日
本
私
立
学
校
振
興
・

　
　

共
済
事
業
団
の
貸
付
事
業

　

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
十
八

年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
の

老
朽
校
舎
等
の
建
替
え
整
備
事
業
を
含
む
学
校

法
人
の
資
金
需
要
を
勘
案
し
、六
〇
〇
億
円（
対

前
年
度
同
額
）
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
財
源
と
し
て
は
、
財
政
融
資
資
金
（
一

六
三
億
円
。
対
前
年
度
比
三
億
円
増
）の
ほ
か
、

私
学
振
興
債
券
の
発
行
（
八
〇
億
円
。
対
前
年

度
比
一
〇
億
円
増
）
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

平成18年度私立学校関係主要事項予算額（案）一覧
 （単位：百万円）

事　　　　　　　　項 18年度予算（案） 17年度予算額 比較増△減額

私 立 大 学 等 経 常 費 補 助 331,250 329,250 2,000

法　科　大　学　院　支　援　経　費 4,800 4,000 800

私 立 高 等 学 校 等 経 常 費 助 成 費 等 補 助 103,850 103,350 500

私立学校教育研究装置等施設整備費補助 13,512 16,227 △ 2,715

私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費補助 11,434 14,349 △ 2,915

私立高等学校等施設高機能化整備費補助 2,078 1,878 200

私 立 幼 稚 園 施 設 整 備 費 補 助 1,154 1,254 △ 100

私立高等学校産業教育施設整備費補助 437 475 △ 38

私 立 学 校 体 育 等 諸 施 設 整 備 費 補 助 107 124 △ 17

私 立 大 学 等 研 究 設 備 整 備 費 等 補 助 7,777 7,564 213

私立大学等研究設備等整備費補助 6,477 6,068 409

私立高等学校等IT教育設備整備推進事業 1,300 1,496 △ 196

私 立 学 校 施 設 高 度 化 推 進 事 業 費 補 助 1,189 1,189 0

私 立 学 校 教 員 研 修 費 等 補 助 68 72 △ 4

日 本 私 立 学 校 振 興・ 共 済 事 業 団 補 助 56,152 54,093 2,059
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八　

私
立
学
校
の

　
　

教
員
研
修
費
等
に
対
す
る
補
助

１　

日
本
私
学
教
育
研
究
所
の

　
　

研
究
事
業
費
等
に
対
す
る
補
助

　

日
本
私
学
教
育
研
究
所
の
研
究
事
業
費
等
に

対
す
る
補
助
は
、
私
立
高
等
学
校
等
に
お
け
る

教
育
指
導
の
充
実
を
図
る
た
め
、
私
立
学
校
教

育
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
財
団
法
人
日
本
私

学
教
育
研
究
所
に
対
し
、
そ
の
研
究
事
業
、
初

任
者
研
修
事
業
及
び
十
年
経
験
者
研
修
事
業
等

に
必
要
な
経
費
の
一
部
に
つ
い
て
補
助
す
る
も

の
で
あ
り
、
総
額
五
、
三
〇
〇
万
円
を
計
上
し

て
い
ま
す
。（
対
前
年
度
比
三
〇
〇
万
円
減
）

２　

専
修
学
校
教
員
の

　
　

研
修
事
業
費
等
に
対
す
る
補
助

　

専
修
学
校
教
員
の
研
修
事
業
費
等
に
対
す
る

補
助
は
、専
修
学
校
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、

財
団
法
人
専
修
学
校
教
育
振
興
会
が
実
施
す
る

専
修
学
校
の

　

①
教
員
研
修
事
業

　

②
教
員
国
内
派
遣
研
修
・
研
究
事
業

　

③
教
育
内
容
等
改
善
研
究
協
力
校
事
業

　

④
教
員
研
究
協
議
会
事
業

　

⑤
情
報
処
理
教
育
担
当
教
員
研
修
事
業

に
要
す
る
経
費
の
一
部
に
つ
い
て
補
助
し
て
い

ま
す
が
、
十
八
年
度
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き

そ
の
振
興
を
図
る
た
め
、
所
要
の
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。（
総
額
一
、
五
〇
〇
万
円
。
対

前
年
度
比
一
〇
〇
万
円
減
）

九　

私
立
高
等
学
校
の
産
業
教
育

　
　

施
設
整
備
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
高
等
学
校
産
業
教
育
施
設
整
備
費
補
助

は
、
私
立
高
等
学
校
に
お
い
て
産
業
教
育
に
必

要
な
実
験
実
習
施
設
を
整
備
す
る
場
合
に
、
こ

れ
ら
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を
補
助
し
て
い
ま

す
。
十
八
年
度
に
お
い
て
も
引
き
続
き
そ
の
整

備
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。（
総
額
四
億

三
、
七
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比
三
、
八
〇
〇

万
円
減
）

十　

私
立
学
校
体
育
等
諸
施
設

　
　

整
備
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
学
校
体
育
等
諸
施
設
整
備
費
補
助
は
、

私
立
の
中
学
校
、
高
等
学
校
の
武
道
場
及
び
小

学
校
等
の
水
泳
プ
ー
ル
等
の
整
備
に
要
す
る
経

費
の
一
部
を
補
助
し
て
い
ま
す
が
、
十
八
年
度

に
お
い
て
も
引
き
続
き
そ
の
整
備
を
図
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。（
総
額
一
億
七
〇
〇
万
円
。

対
前
年
度
比
一
、
七
〇
〇
万
円
減
）

十
一　

日
本
私
立
学
校
振
興
・

　
　
　

共
済
事
業
団
に
対
す
る
補
助

　

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
補
助
は
、

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
長
期
給

付
事
業
及
び
共
済
業
務
に
係
る
事
務
費
の
一
部

に
つ
い
て
所
要
額
を
計
上
し
て
い
ま
す
。（
総

額
五
六
一
億
五
、
二
〇
〇
万
円
。
対
前
年
度
比

二
〇
億
五
、
九
〇
〇
万
円
増
）

（
文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課
）

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

　

十
八
年
度
幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）
は
、

次
代
を
担
う
子
ど
も
の
成
長
を
支
え
る
た
め
の

環
境
を
整
備
す
る
観
点
か
ら
、
幼
稚
園
就
園
奨

励
費
補
助
及
び
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成

費
補
助
の
充
実
を
図
り
、
総
額
五
四
〇
億
九
、

八
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度
比
〇
・
一
三
％
増
）

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
立
幼
稚
園
に
関
す
る
主
な
予
算
の
概
要
は

次
の
と
お
り
で
す
。

一　

私
立
幼
稚
園
に
対
す
る
経
常
費

　
　

助
成
費
等
補
助

　

私
立
幼
稚
園
に
対
し
て
都
道
府
県
が
行
う
私

立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
に
対
し
て
国
が

補
助
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
各
都
道
府
県
の
助

成
水
準
の
向
上
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

十
八
年
度
予
算
（
案
）
に
お
い
て
は
、
一
般

補
助
や
「
幼
稚
園
の
子
育
て
支
援
活
動
の
推

進
」、「
幼
稚
園
特
殊
教
育
経
費
」
に
つ
い
て
充

実
を
図
り
、
対
前
年
度
二
億
八
、
一
〇
〇
万
円

増
の
三
三
七
億
三
、
八
〇
〇
万
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

二　

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助

　

私
立
幼
稚
園
の
減
免
単
価
（
年
額
）
の
引
き

上
げ
と
第
二
子
以
降
の
減
免
条
件
の
緩
和
が
認

め
ら
れ
、
予
算
額
（
案
）
は
一
八
一
億
四
、
五

〇
〇
万
円
（
対
前
年
度
三
、
一
〇
〇
万
円
増
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。

三　

私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助

　

幼
稚
園
施
設
の
安
全
性
を
確
保
す
る
と
と
も

に
、
子
育
て
支
援
機
能
の
充
実
を
図
る
な
ど
、

幼
稚
園
教
育
の
振
興
と
普
及
充
実
に
資
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
、
一
一
億
五
、
四
〇
〇
万
円
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

（
文
部
科
学
省
初
等
中
等
教
育
局

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

幼
児
教
育
課
）

専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

　

専
修
学
校
は
、
社
会
の
多
様
な
要
請
に
応
え

う
る
実
践
的
な
職
業
教
育
、
専
門
的
な
技
術
教

育
を
行
う
教
育
機
関
と
し
て
役
割
を
果
た
し
て

お
り
、
我
が
国
の
高
等
教
育
機
関
の
重
要
な
一

翼
を
担
っ
て
い
ま
す
。

　

十
八
年
度
予
算
（
案
）
に
つ
い
て
は
、
こ
の

よ
う
な
専
修
学
校
の
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に

鑑
み
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、

柔
軟
な
専
修
学
校
制
度
の
特
色
を
生
か
し
た
各

種
施
策
の
充
実
等
を
図
る
こ
と
と
し
、
専
修
学

校
の
振
興
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

生
涯
学
習
政
策
局
で
は
、
一
三
億
三
、
八
三

一
万
円
（
対
前
年
比
一
・
三
％
増
）
を
計
上
し

て
い
ま
す
。
事
項
と
し
て
は
、
新
規
に
「
専
修

学
校
に
お
け
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
等
と
連
携
し
た
ニ

ー
ト
に
対
す
る
職
業
教
育
支
援
事
業
」及
び「
専

修
学
校
社
会
人
新
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
教
育
推
進

事
業
」
を
推
進
し
て
い
く
と
と
も
に
、
引
き
続
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平成18年度幼児教育関係予算（案）額の概要
（単位：百万円）

区　　　　　　　分 17年度
予算額

18年度
予算（案）額 比較増△減 備　　　　　　　　 　　　考

幼児教育関係予算総額  54,028 　54,098 　　　70 　 0.13 %増

（単位：百万円）

区　　　　　　　分 17年度
予算額

18年度
予算（案）額 比較増△減 備　　　　　　　　 　　　考

1　幼稚園教育内容・方法の
改善充実等

70 74 4 1 幼稚園教育課程理解の推進等　　  35百万円→33百万円
2 幼稚園教育要領の改訂(新規)　　　　　　 　 10百万円
3 就学前教育と小学校の連携に関する総合的調査研究
 18百万円→12百万円
4 幼児教育力総合化推進事業(新規)　　　　　  11百万円
5 幼稚園新規採用教員研修　　　　　  ９百万円→８百万円

2　幼児期からの「人間力」
向上総合推進プラン

491 353 △138 1 幼児教育支援センター事業　　  202百万円→168百万円
2 就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合
　施設(仮称)制度の円滑な実施のための調査研究
（名称変更）　　　　　　　　　　 117百万円→51百万円
3 幼児期における課題に対応した実践的調査研究
　　　　　　　　　　　　　　　　  99百万円→76百万円
　1）新しい幼児教育の在り方に関する調査研究
  48百万円→39百万円
　2）幼稚園における研究課題に対応した実践的調査研究等
　 51百万円→37百万円
4 幼稚園における親の子育て力向上推進事業
　　 73百万円→58百万円

3　幼稚園就園奨励費補助 18,114 18,145 31 ・私立幼稚園の単価(年額)の引き上げ
・第２子以降の優遇措置条件の緩和

・私立幼稚園の単価の引き上げ
〈私立〉
　　生活保護世帯・市町村民税非課税世帯 139,100円→ 140,500円（1,400円増）
　　市町村民税所得割非課税世帯 105,400円→ 106,500円（1,100円増）
　　市町村民税所得割課税額 18,600円以下  80,800円→  80,900円（   100円増）
　　市町村民税所得割課税額135,000円以下  56,800円→  56,900円（   100円増）
　
・第２子以降の優遇措置条件の緩和
　　同時在園としていた第２子以降の優遇措置条件を小学校１年生の兄・姉を有する
　　園児まで緩和する。
　　　【例：（３人兄弟の場合）】　　　　　　　（現行）　　　　　　 （新）
　　　　　６歳児の長男：（小学校１年生）　　  ―――――　　　　 （第１子扱い）
　　　　　５歳児の次男：（幼稚園年長組）・・・第１子扱い　　→　　第２子扱い
　　　　　３歳児の長女：（幼稚園年少組）・・・第２子扱い　　→　　第３子扱い

4　幼稚園施設整備費

5　就学前の教育・保育を一
体として捉えた一貫した
総合施設（仮称）の本格
実施

1,896 1,788 △108 1 私立幼稚園施設整備費補助 1,254百万円→1,154百万円
2 公立幼稚園施設整備費　　　　 642百万円→634百万円
（安全・安心な学校づくり交付金（仮称）公立幼稚園施設整備枠）
（所要経費については、幼稚園就園奨励費補助金等の幼稚園関
係経費として確保）

6　私立高等学校等経常費助
成費等補助（幼稚園分）

33,457 33,738 281

⑴私立高等学校等経常費助成
費補助（幼稚園分）

32,855 33,237 382

　ア　一般補助 25,396 25,814 418

　イ　特別補助 7,459 7,423 △36 1 預かり保育推進事業　　　  4,818百万円→4,354百万円
2 幼稚園の子育て支援活動の推進  334百万円→540百万円
3 高校生の保育体験の推進　　　　  90百万円→90百万円
4 幼稚園特殊教育経費　　　  2,217百万円→2,439百万円

⑵私立高等学校等経常費補助 602 501 △101 教育改革推進モデル事業
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き
「
専
修
学
校
を
活
用
し
た
若
者
の
自
立
・
挑

戦
支
援
事
業
」
や
「
専
修
学
校
教
育
重
点
支
援

プ
ラ
ン
」、「
専
修
学
校
を
活
用
し
た
職
業
意
識

の
啓
発
推
進
」
と
い
っ
た
事
業
を
推
進
し
て
い

く
こ
と
に
よ
り
、
専
修
学
校
の
教
育
内
容
等
の

充
実
を
図
り
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
教
育
装
置
・
情
報
処
理
関
係
設

備
の
整
備
費
補
助
金
や
日
本
学
生
支
援
機
構
奨

学
金
事
業
に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

新
規
事
業
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
専
修
学
校
に
お
け
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
と
連
携
し

た
ニ
ー
ト
に
対
す
る
職
業
教
育
支
援
事
業
】

　

い
わ
ゆ
る
ニ
ー
ト
と
呼
ば
れ
る
職
を
持
た
な

い
若
者
は
、
平
成
十
六
年
に
全
国
で
六
四
万
人

に
達
す
る
な
ど
大
き
な
社
会
問
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
ニ
ー
ト
の
社
会
的
自
立
を
支
援

す
る
た
め
、
若
者
自
立
塾
な
ど
他
省
庁
の
施
策

と
も
連
携
を
取
り
な
が
ら
、
一
人
一
人
の
ニ
ー

ズ
に
対
応
し
た
職
業
教
育
を
実
施
す
る
な
ど
の

事
業
を
推
進
し
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、

　

①
連
絡
協
議
会
の
設
置

　

②
ニ
ー
ト
等
若
者
に
対
す
る
講
座
の
開
講
等

　

③
自
立
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

　

な
ど
を
専
修
学
校
に
委
託
し
て
実
施
す
る
経

費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

【
専
修
学
校
社
会
人
新
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
教
育

推
進
事
業
】

　

中
高
年
が
二
〇
〇
七
年
以
降
に
定
年
を
迎
え

退
職
す
る
い
わ
ゆ
る
「
二
〇
〇
七
年
問
題
」
等

を
踏
ま
え
、
五
〇
代
か
ら
六
〇
代
に
か
け
て
の

層
を
対
象
と
し
た
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
教
育
及
び

女
性
の
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
の
た
め
の
講
座
を
実
施

し
、
全
国
の
専
修
学
校
へ
の
取
組
の
普
及
を
図

り
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、

　

①
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
・
専
門
技
術
取
得
コ
ー
ス

　

②
管
理
能
力
向
上
コ
ー
ス

　

③
起
業
家
コ
ー
ス

　

④
女
性
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
コ
ー
ス

　

な
ど
を
専
修
学
校
に
委
託
し
て
実
施
す
る
経

費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

（
文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策
局

 

専
修
学
校
教
育
振
興
室
）

平成18年度　専修学校関係予算（案）について
 （単位：百万円）

事　　　　　　　　　　　　　　　　項 17 年 度
予 算 額

18 年 度
予算額（案）

１　専修学校教育等の運営改善に関する調査指導 30 25

２　専修学校におけるNPO団体等と連携したニートに対する
職業教育支援事業【新規】

　近年、ニートと呼ばれる無業者が増加している。そのニート等に対
し、若者の自立支援に実績のあるNPO等と連携し、専修学校を活用
して、ニート等の社会的自立を目指した職業教育支援事業を実施する。

0 166

３　専修学校社会人新キャリアアップ教育推進事業【新規】
　団塊の世代が定年を迎える「2007年問題」を間近に控え、退職後に
再就職を望む中高年等を対象に、再就職に結びつけるためのキャリア
アップ教育講座や、子育て等で就業を中断していた女性の再チャレン
ジのための講座等を実施する。

0 200

４　専修学校を活用した若者の自立・挑戦支援事業
　正規雇用を目指しながらそれが得られないフリーター等の能力向上
のため、産業界との連携・協力による専修学校を活用した短期教育プ
ログラムの開発等、職を獲得する上で必要となる知識・技術に関する
教育を提供する。

509 443

５　専修学校教育重点支援プラン
　社会的要請の高い課題に対応する教育内容や方法等についての重点
的な研究開発を「研究指定校」として指定した専修学校に委託し、そ
の成果を全国に普及する。

453 451

６　専修学校を活用した職業意識の啓発推進
　若年者の職業意識の高揚を図るため、職業体験講座や講演会などを
各地で実施し、ものづくりに資する技術・技能の学習意欲と職業意識
の高揚を図る。

54 54

　（前年度限りの経費） 　　276 　0

　　　　　　　　　　　　　　　計 1,322 1,338
（1.3%増）

17 年 度
予 算 額

18 年 度
予算額（案）

○私立学校施設整備費補助金
　・専修学校大型教育装置整備費補助
　専修学校（専門課程）の教育装置・学内ＬＡＮ装置の整備費につ
いて補助。

300 300

○私立大学等研究設備整備費等補助金
　・専修学校情報処理関係設備整備費補助
　専修学校（専門課程）の情報処理関係設備の整備費について補助。

956 950

○専修学校教員研修事業等補助
　財団法人専修学校教育振興会が行う教員研修に対する補助。 16 15

○国費外国人留学生制度
　専修学校（専門課程）における国費留学生の計画的受入れを整備。 758 758

○日本学生支援機構奨学金事業
　学ぶ意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安
心して学べるよう、奨学金事業の充実。

96,135 101,964
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経営相談・経営診断のご案内

経営相談

※こんな時はぜひ経営相談・経営診断を
ご利用ください。

・学部学科改組を考えている。
・人件費の抑制方法を模索している。
・同規模同系統法人と財務比較をしたい。
・学生生徒の募集状況が悪化している。
・収支が悪化してきている。　etc.

　私学事業団職員が、学校法人から
ご提出いただいた資料の内容確認・
精査

当該学校法人または事業団にて経
営相談を実施

経営診断

・定員割れが続いている。
・財務状態が厳しくなっている。
・学校経営に深刻な問題を抱えている。
・コンサルタント会社に依頼を考えている。
・公認会計士の意見を聞きたい。　etc.

 私学事業団が委嘱した公認会計士
及び私学事業団職員が、学校法人か
らご提出いただいた資料の内容確認・
精査

公認会計士と事業団職員が学校法
人へ訪問して経営診断を実施

大学法人・短大法人
高専法人・高校法人

中学校法人・小学校法人

【関連する資料の提出】
・学校案内、学生便覧
・自己点検評価報告書等
・決算書類（過去５年）
・中長期計画、資金計画
・教育関連資料　etc.

経営相談・経営診断の
申込み

日本私立学校振興・共済事業団

　①管理運営・組織の活性化、②中長期計画・改組
転換、③財務分析・比較、④教育条件の改善・学生
生徒の確保、⑤人事政策・人件費、⑥収入の確保・
経費の節減、その他
　様々な相談事項に応じて財務分析資料や教育条件
の比較資料などを作成し、問題の解決、または今後
の参考になるよう、お手伝いをさせていただきます。

　公認会計士により財務書類等を見させていただき
ますので、教育面のみならず幅広く貴法人の状態を
把握し、助言等が可能になります。
　さらに診断実施後は経営診断報告書を作成して、
当該学校法人に提供いたします。経営診断後３年間
は経過観察のため、経過報告書を作成していただき
ご提出していただきます。

・改善策のご提案
・他校の取組み事例の紹介
・財務分析等の解説　etc.

・新たな問題の発見
・公認会計士による財務診断
・問題解決への助言　etc.

全国の私立学校から
いただいたデータ類
・学生・教職員数
・財務数値
・規程集
・自己点検評価報告書
　etc.

経営相談・経営診断に関するお問い合わせは

私学経営相談センター へ
ＴＥＬ　　03-3230-7898～ 99

ＦＡＸ　　03-3230-8727

Ｅメール　center＠shigaku.go.jp
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私
学
事
業
団
で
は
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究

条
件
の
維
持
向
上
及
び
経
営
の
安
定
に
寄
与
す

る
た
め
、
私
立
学
校
の
施
設
設
備
の
整
備
に
要

す
る
資
金
そ
の
他
経
営
に
必
要
な
資
金
に
つ
い

て
、長
期
・
低
利
の
貸
付
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
十
八
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
（
案
）
は

表
１
の
と
お
り
で
す
。

　

融
資
総
額
は
六
〇
〇
億
円
（
前
年
度
同
額
）

で
す
。

　

内
訳
は
、
一
般
施
設
費
が
五
四
五
億
円
、
教

育
環
境
整
備
費
が
一
三
億
円
、
災
害
復
旧
費
が

一
億
円
、
公
害
対
策
費
が
一
億
円
、
特
別
施
設

費
が
四
○
億
円
で
す
。

　

次
に
貸
付
事
業
の
概
要
を
記
載
し
ま
す
の

で
、
事
業
を
予
定
・
実
施
中
の
学
校
法
人
に
お

い
て
は
、「
資
金
計
画
」
の
一
環
と
し
て
、
お

気
軽
に
ご
利
用
の
相
談
を
し
て
く
だ
さ
い
。

◆ 

変　

更　

点

貸
付
条
件
等

　

財
政
投
融
資
改
革
の
一
環
と
し
て
次
の
見
直

し
を
し
ま
し
た
。

◎
一
般
施
設
費
の
う
ち
「
生
涯
学
習
・
情
報
化

関
連
施
設
」
に
つ
い
て
は
、
一
般
施
設
費
に

統
合
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

◎
一
般
施
設
費
の
「
次
世
代
型
学
校
施
設
整
備

事
業
」
の
融
資
率
は
八
五
％
か
ら
八
〇
％
に

変
更
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

貸
付
基
準
単
価
の
改
定

　

建
築
単
価
を
国
公
立
学
校
施
設
の
単
価
に
準

じ
、
大
学
院
以
下
の
学
校
に
つ
い
て
改
定
す
る

こ
と
と
し
ま
し
た
（
表
２
参
照
）。

◆ 

貸
付
の
対
象
と
な
る
法
人

○
学
校
法
人

○
専
修
学
校
及
び
各
種
学
校
を
設
置
す
る
法
人

（
私
立
学
校
法
第
六
四
条
第
四
項
の
法
人
）で
、

次
の
学
科
、
課
程
に
該
当
す
る
こ
と
。

ア　

専
修
学
校
の
学
科

　
　

専
修
学
校
は
、
職
業
に
必
要
な
技
術
の
教

授
を
目
的
と
し
、
原
則
と
し
て
、
次
の
学
科

が
融
資
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

工
業
関
係
、
農
業
関
係
、
医
療
関
係
、
衛
生

関
係
、
教
育
・
社
会
福
祉
関
係
、
商
業
実
務
、

服
飾
、
デ
ザ
イ
ン
、
写
真
、
外
国
語
、
音
楽
、

美
術

イ　

各
種
学
校
の
課
程

　
　

各
種
学
校
は
、
職
業
に
必
要
な
技
術
の
教

授
を
目
的
と
し
、
修
業
期
間
二
年
以
上
で
一

年
間
の
授
業
時
間
が
七
五
〇
時
間
以
上
の
次

の
課
程
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

機
械
、
自
動
車
整
備
、
電
気
、
電
子
、
ラ
ジ

オ
、
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
、
放
送
装
置
、
無
線
装
置
、

造
船
、
応
用
化
学
、
金
属
加
工
、
工
業
化
学
、

写
真
、
服
飾
、
建
築
、
土
木
、
機
械
設
計
、
建

築
設
計
、
機
械
製
図
、
建
築
製
図
、
測
量
又
は

経
理
に
関
す
る
課
程
及
び
診
療
エ
ッ
ク
ス
線
技

師
、
衛
生
検
査
技
師
、
歯
科
技
工
士
、
歯
科
衛

生
士
、
看
護
師
、
准
看
護
師
、
あ
ん
摩
マ
ッ
サ

ー
ジ
指
圧
師
、
は
り
師
、
き
ゅ
う
師
、
柔
道
整

復
士
、
栄
養
士
、
調
理
師
、
小
学
校
教
諭
、
中

学
校
教
諭
、
養
護
教
諭
、
幼
稚
園
教
諭
、
保
育

士
の
養
成
を
行
う
課
程

◆ 

貸
付
の
対
象
と
な
る
主
な
事
業

一
般
施
設
費

①
校
舎
、
園
舎
、
体
育
館
、
遊
戯
室
、
講
堂
、

図
書
館
、
実
験
実
習
棟
、
研
究
所
、
認
可
保

育
所
、
学
生
会
館
、
食
堂
、
ク
ラ
ブ
室
、
プ

ー
ル
、
管
理
棟
、
私
立
大
学
等
が
共
同
利
用

す
る
施
設
等
の
建
築
、
改
修
等

②
学
校
用
地
の
買
収
、
造
成

③
冷
暖
房
設
備
等
の
設
備
工
事
等

④
私
立
大
学
ハ
イ
テ
ク
・
リ
サ
ー
チ
・
セ
ン
タ

ー
整
備
事
業
等
の
施
設
の
建
築
・
改
修
等

⑤
次
世
代
型
学
校
施
設
（
高
機
能
施
設
や
環
境

に
配
慮
し
た
施
設
等
）
整
備
事
業
に
係
る
施

設
の
建
築
・
改
修
等
及
び
こ
れ
ら
用
地
の
買

収
・
造
成

⑥
防
災
（
地
震
）
対
策
と
し
て
行
う
改
修
・
補

強
工
事

教
育
環
境
設
備
費

①
机
、
椅
子
、
図
書
等
の
校
教
具
の
購
入

②
実
験
・
実
習
用
機
器
、
視
聴
覚
用
の
装
置
、

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム（
ソ
フ
ト
の
開
発
・

取
得
費
等
を
含
む
）、
通
園
バ
ス
等
一
個
又

は
一
組
の
価
格
が
原
則
と
し
て
五
〇
〇
万
円

以
上
の
大
型
設
備

③
「
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
」

等
の
補
助
対
象
と
な
っ
た
設
備
・
備
品

④
経
営
困
難
校
を
支
援
す
る
学
校
法
人
が
一
時

的
に
要
す
る
資
金

特
別
施
設
費

①
学
生
寄
宿
舎
、
研
修
施
設
、
教
職
員
宿
舎
、

附
属
病
院
等
の
建
築
、
改
修
等
及
び
こ
れ
ら

施
設
用
地
の
買
収
、
造
成

②
留
学
生
宿
舎
、
国
際
交
流
会
館
、
外
国
人
教

員
宿
舎
等
の
国
際
交
流
施
設
の
建
築
・
改
修

等
及
び
こ
れ
ら
施
設
用
地
の
買
収
・
造
成

③
障
害
者
利
用
施
設
設
備
の
改
修

　

以
上
、
十
八
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
（
案
）

の
概
略
を
記
載
し
ま
し
た
が
、
詳
細
は
、
二
月

下
旬
に
お
送
り
し
ま
し
た
「
私
立
学
校
の
た
め

の
融
資
ガ
イ
ド
」
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

融
資
部　

融
資
課

審
査
第
一
係
（
大
学
・
短
大
・
高
専
法
人
）

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
六
二
〜
六
三

審
査
第
二
係
（
右
以
外
の
学
校
法
人
）

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
六
四
〜
六
五

Ｅ
メ
ー
ル　

yushi@
shigaku.go.jp

平
成
十
八
年
度 

　
　

貸　

付　

事　

業　

計　

画 

（
案
）

表２　貸付基準単価（建物）改定案

区　　　分
１㎡当たり単価（円）

鉄筋コンクリ
ート造木造

鉄　　　骨
ブロック造

大学院・大学・短大・
高専 192,500 －

高校・中等教育学校・
特殊・専修 157,300 138,900

中学校・小学校・幼
稚園 152,000 130,900

各種学校 111,800  98,300

（注） 実施単価が基準単価を超える場合は、50％
を限度として調整を加えることができます。
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表１　平成18年度貸付事業計画（案）

区　　　　　　分 18　年　度
計画額（案）

貸　　　　　付　　　　　条　　　　　件

貸　付　利　率 貸　　付　　期　　間
融資率

20年もの 10年もの 年　　　限 うち据置

百万円 年 ％ 年 ％ 年以内 年以内 ％

一　般　施　設　費 54,500

大 学 院・ 大 学・ 短 大 25,200 2.10 1.60 80

［う ち 私 立 大 学 ハ イ テ ク・リサーチ・センター等整備事業］ ［800］ ［1.80］ ［1.60］ 国庫補助金
と同額以内

［う ち 研 究 高 度 化 関 連 施 設］ ［100］ ［1.90］ ［1.60］ 20年もの 20 2

80

高 校 ・ 中 等 教 育 学 校 ・
中 学 校 ・ 小 学 校 21,100 2.10 1.60 10年もの 10 2

幼 稚 園 4,500 2.10 1.60

専 修 学 校・ 各 種 学 校 2,000 2.10 1.60

次世代型学校施設整備事業 1,000 1.90 1.60

防 災 （地 震） 対 策 費 500 1.80 1.60

教 育 環 境 整 備 費 1,300

一 般 500 1.00 5.5 0.5

80過 疎 高 校 100 1.30
10

2

大型設備・情報技術整備等 500 1.60

私 立 大 学 奨 学 事 業
（入　 学　 一　 時　 金） 200 1.30 医歯獣学部

その他　
6
4

1
1 90

災　害　復　旧　費 100 1.40
特別災害 25 2 国庫補助金

と同額以内

一般災害 20 2 80

公　害　対　策　費 100 1.80 21 3 80

特　別　施　設　費 4,000

一 般 3,300 2.20

国 際 交 流 施 設 600 1.80 20 2 80

障 害 者 利 用 施 設 100 1.80

計 60,000

（注）①貸付利率は、平成18年２月10日現在のものです。
　　　②一般施設費の中には、（10年もの）の計画額50億円を含みます。
　　　③一般施設費（20年もの）のうち、沖縄貸付分の貸付利率は1.80％、貸付期間の年限は22年以内です。

◎平成18年度の借入金希望調査を依頼中です。 ～ ぜひご協力ください。◎平成18年度の借入金希望調査を依頼中です。 ～ ぜひご協力ください。

◎高度化推進事業は平成18年度が最終年です。 ～ ぜひご活用ください。◎高度化推進事業は平成18年度が最終年です。 ～ ぜひご活用ください。

・高度化推進事業 ～ 築30年以上の校舎等の改築事業 ～ 利子助成制度あり・高度化推進事業 ～ 築30年以上の校舎等の改築事業 ～ 利子助成制度あり
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１　

短
期
掛
金
率

⑴　

介
護
分
掛
金
率
の
改
定

　

介
護
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
医
療
保
険
者

の
介
護
納
付
金
に
関
す
る
厚
生
労
働
省
告
示
に

基
づ
き
、
私
学
事
業
団
が
納
付
す
べ
き
介
護
納

付
金
を
基
に
算
定
し
て
い
ま
す
。

　

昨
年
ま
で
は
、
二
月
初
旬
に
告
示
が
あ
り
、

二
月
開
催
の
共
済
運
営
委
員
会
で
掛
金
率
改
定

の
了
承
を
受
け
、
三
月
号
で
お
知
ら
せ
を
し
て

い
ま
し
た
。

　

今
年
は
、
厚
生
労
働
省
告
示
が
例
年
よ
り
遅

れ
、
二
月
下
旬
と
な
る
こ
と
か
ら
、
平
成
十
八

年
度
の
介
護
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
三
月
開

催
の
共
済
運
営
委
員
会
で
審
議
さ
れ
る
予
定
で

す
。

　

な
お
、
一
月
三
十
一
日
付
け
の
厚
生
労
働
省

か
ら
私
学
事
業
団
あ
て
の
事
務
連
絡
（
告
示

前
）
に
よ
る
数
値
に
基
づ
き
算
定
す
る
と
平
成

十
八
年
度
介
護
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、

8.86
／
1000
に
な
る
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

⑵　

短
期
給
付
分
掛
金
率
の
据
え
置
き

　

短
期
掛
金
率
の
う
ち
短
期
給
付
分
掛
金
率
に

つ
い
て
は
、
短
期
勘
定
の
財
政
状
況
等
か
ら
、

引
き
続
き
現
行
の
65.2
／
1000
を
据
え
置
く
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。

２　

長
期
掛
金
率

　

長
期
掛
金
率
の
う
ち
長
期
給
付
分
掛
金
率
に

つ
い
て
は
、
共
済
規
程
が
改
正
さ
れ
、
毎
年

3.54
／
1000
ず
つ
引
き
上
げ
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。
平
成
十
八
年
度
は
111.68
／
1000
で
、
そ
の
後
の

長
期
給
付
分
掛
金
率
は
、
表
２
の
と
お
り
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
二
十
二
年
四
月
分
以
後
の
長
期

給
付
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
一
年

度
に
予
定
し
て
い
る
次
期
財
政
再
計
算
の
結
果

を
基
に
、
見
直
す
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

表２　長期給付分掛金率 （千分率）

期　　　間 長期給付分掛金率

現　　　行 108.14

平成18年4月分
　　～19年3月分 111.68（＋3.54）

平成19年4月分
　　～20年3月分 115.22（＋3.54）

平成20年4月分
　　～21年3月分 118.76（＋3.54）

平成21年4月分以後 122.30（＋3.54）

（　　）内は引き上げ率

表１　平成18年度の掛金率
介護分掛金率は未確定のため、仮に介護分掛金率を平成18年１月31日付け厚生労働省からの事務連
絡（告示前）による数値に基づき算定した8.86／1000とする場合

①40歳以上65歳未満の加入者　　　（　）内は改定前掛金率、　　　は未確定 （千分率）

区　分
短期掛金率 長期掛金率

合　計短　期
給付分 介護分 事務費分 福　祉事業分 計 長　期

給付分 事務費分 福　祉事業分 計

甲　種
加入者 65.2 8.86

（8.55） 0.8 1.2 76.06
（75.75）

111.68
（108.14） 0.8 1.2 113.68

（110.14）
189.74
（185.89）

乙種加入
者等［注］ 65.2 8.86

（8.55） 0.8 1.9 76.76
（76.45） － － － － 76.76

（76.45）
丙　種
加入者 － － － － － 111.68

（108.14） 0.8 1.9 114.38
（110.84）

114.38
（110.84）

任意継続
加入者 65.2 8.86

（8.55） 0.8 1.2 76.06
（75.75） － － － － 76.06

（75.75）

②40歳未満及び65歳以上の加入者　　　（　）内は改定前掛金率 （千分率）

区　分
短期掛金率 長期掛金率

合　計短　期
給付分 介護分 事務費分 福　祉事業分 計 長　期

給付分 事務費分 福　祉事業分 計

甲　種
加入者 65.2 － 0.8 1.2 67.2 111.68

（108.14） 0.8 1.2 113.68
（110.14）

180.88
（177.34）

乙種加入
者等［注］ 65.2 － 0.8 1.9 67.9 － － － － 67.9

丙　種
加入者 － － － － － 111.68

（108.14） 0.8 1.9 114.38
（110.84）

114.38
（110.84）

任意継続
加入者 65.2 － 0.8 1.2 67.2 － － － － 67.2

［注］乙種加入者等は、乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院への公務員派遣加入者をいいます。

◎
事
務
費
分
及
び
福
祉
事
業
分
の
掛
金
率

　

短
期
掛
金
率
及
び
長
期
掛
金
率
に
お
け
る
事

務
費
分
及
び
福
祉
事
業
分
の
改
定
は
あ
り
ま
せ

ん
。

平
成
十
八
年
度
掛
金
率
の
ご
案
内
（
見
込
み
）

　

平
成
十
八
年
度
の
掛
金
率
は
、
介
護
分
掛
金
率
が
未
確
定

で
す
が
、
介
護
分
掛
金
率
を
8.86
／
1000
と
見
込
む
と
表
１
の
と

お
り
と
な
り
ま
す
。
確
定
分
は
三
月
下
旬
に
各
学
校
法
人
等

に
通
知
し
ま
す
。
本
誌
四
月
号
に
も
掲
載
し
ま
す
。
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■
加
入
者
資
格
に
関
す
る
法
的
根
拠

　

私
立
学
校
に
勤
務
す
る
教
職
員
等
は
、
私
立

学
校
教
職
員
共
済
法
に
よ
り
私
学
共
済
制
度
の

加
入
者
と
な
り
ま
す
。
こ
の
根
拠
と
な
る
規
定

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法

第
十
四
条
（
加
入
者
）

　

私
立
学
校
法
第
三
条
に
定
め
る
学
校

法
人
、
同
法
第
六
十
四
条
第
四
項
の
法

人
又
は
事
業
団（
以
下「
学
校
法
人
等
」

と
い
う
。）
に
使
用
さ
れ
る
者
で
学
校

法
人
等
か
ら
給
与
を
受
け
る
も
の
（
次

に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
以
下
「
教
職
員

等
」
と
い
う
。）
は
、
私
立
学
校
教
職

員
共
済
制
度
の
加
入
者
と
す
る
。

一　

船
員
保
険
の
被
保
険
者

二　

専
任
で
な
い
者

三　

臨
時
に
使
用
さ
れ
る
者

四　

前
三
号
に
掲
げ
る
者
の
ほ
か
、
常

時
勤
務
に
服
し
な
い
者

▼
「
加
入
者
」
と
は
…
…

　

国
籍
、
年
齢
に
関
係
な
く
、「
学
校
法
人
等

に
使
用
さ
れ
る
者
」
で
学
校
法
人
等
か
ら
給
与

を
受
け
る
も
の
（
第
十
四
条
の
適
用
除
外
者
を

除
く
）
は
、
私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
と
な
り

ま
す
。

　

こ
こ
で
、「
学
校
法
人
等
に
使
用
さ
れ
る
者
」

と
は
、「
事
実
上
、
学
校
法
人
等
の
も
と
に
使

用
さ
れ
、
労
務
の
対
償
と
し
て
給
与
や
賃
金
を

受
け
取
っ
て
い
る
者
」
を
い
い
ま
す
。
し
た
が

っ
て
、
試
用
期
間
と
い
う
形
で
勤
務
す
る
場
合

や
法
人
の
代
表
者
な
ど
が
労
務
の
対
価
と
し
て

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
場
合
等
も
加
入
者
と

な
り
ま
す
。

▼「
適
用
が
除
外
さ
れ
る
者
」
と
は
…
…

　

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
第
十
四
条
各
号
の

具
体
的
な
判
断
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

一　

船
員
保
険
の
被
保
険
者

　

船
員
保
険
の
被
保
険
者
は
除
外
す
る
こ
と
と

し
た
も
の
で
す
。

二　

専
任
で
な
い
者

　

教
職
員
等
の
職
務
の
ほ
か
に
、
専
業
又
は
本

業
と
み
ら
れ
る
職
業
が
あ
る
者
を
い
い
、
兼
任

講
師
、
医
師
、
弁
護
士
等
を
主
た
る
職
業
と
す

る
教
職
員
等
で
、
学
校
法
人
等
か
ら
受
け
る
給

与
を
主
た
る
生
計
の
資
と
し
な
い
者
を
い
い
ま

す
。

三　

臨
時
に
使
用
さ
れ
る
者

　

「
学
校
法
人
等
に
一
時
的
（
日
雇
又
は
二
か

月
以
内
）
に
使
用
さ
れ
る
者
」
を
い
い
、
次
に

掲
げ
る
者
は
、「
臨
時
に
使
用
さ
れ
る
者
」
と

判
断
し
ま
す
。
た
だ
し
、「
臨
時
に
使
用
さ
れ

る
者
」
で
も
、
そ
の
使
用
さ
れ
る
状
態
が
常
用

化
し
た
と
き
は
加
入
者
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と

と
な
り
、
契
約
期
間
経
過
後
も
引
き
続
き
使
用

さ
れ
て
い
る
よ
う
な
場
合
は
、
常
用
的
使
用
関

係
に
該
当
し
加
入
者
と
な
り
ま
す
。

⑴　

使
用
関
係
の
実
態
が
臨
時
的
で
あ
る
者

で
、
臨
時
の
業
務
に
つ
き
、
二
か
月
以
内
の

期
間
を
定
め
て
使
用
さ
れ
る
者
。
た
だ
し
、

二
か
月
を
経
過
し
た
後
も
引
き
続
き
使
用
さ

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
き
は
、
そ
の
翌
日
か

ら
加
入
者
と
な
り
ま
す
。

⑵　

日
々
雇
い
入
れ
る
者
。
た
だ
し
、
引
き
続

き
一
か
月
以
上
使
用
さ
れ
る
に
至
っ
た
と
き

は
一
か
月
を
経
過
し
た
日
の
翌
日
か
ら
加
入

者
と
な
り
ま
す
。

四　

前
記
一
〜
三
に
掲
げ
る
者
の
ほ
か
、

　

常
時
勤
務
に
服
し
な
い
者

　

常
時
勤
務
に
服
し
な
い
者
の
加
入
者
資
格
の

判
断
に
つ
い
て
は
、
健
康
保
険
に
お
け
る
取
り

扱
い
を
参
酌
し
つ
つ
、
次
の
と
お
り
取
り
扱
っ

て
い
ま
す
。

　

「
常
時
勤
務
に
服
し
な
い
者
」
と
は
、
勤
務

が
不
定
期
な
も
の
及
び
短
時
間
な
も
の
（
以
下

「
短
時
間
就
労
教
職
員
等
」
と
い
う
）
を
い
い
、

短
時
間
就
労
教
職
員
等
に
私
立
学
校
教
職
員
共

済
法
が
適
用
さ
れ
る
の
は
、
私
立
学
校
教
職
員

共
済
法
の
趣
旨
か
ら
短
時
間
就
労
教
職
員
等
が

学
校
法
人
等
と
常
用
的
使
用
関
係
に
あ
る
か
ど

う
か
に
よ
る
も
の
と
し
、
次
の
点
に
留
意
し
て

取
り
扱
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

⑴　

常
用
的
使
用
関
係
に
あ
る
か
否
か
は
、
当

該
教
職
員
等
の
労
働
日
数
、
労
働
時
間
、
就

労
形
態
、
勤
務
内
容
等
を
総
合
的
に
勘
案
し

て
認
定
す
る
こ
と
。

⑵　

そ
の
場
合
、
一
日
又
は
一
週
間
の
所
定
労

働
時
間
及
び
一
か
月
の
所
定
労
働
日
数
が
当

該
学
校
法
人
等
に
お
い
て
同
種
の
業
務
に
従

事
す
る
通
常
の
教
職
員
等
の
所
定
労
働
時
間

及
び
所
定
労
働
日
数
の
概
ね
四
分
の
三
以
上

で
あ
る
教
職
員
等
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し

て
加
入
者
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
。

⑶　

⑵
に
該
当
す
る
者
以
外
の
者
で
あ
っ
て
も

⑴
の
趣
旨
に
従
い
、
加
入
者
と
し
て
取
り
扱

う
こ
と
が
適
当
な
場
合
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
の
で
、
当
該
教
職
員
等
の
就
労
の
形
態
等

個
々
具
体
的
事
例
に
即
し
て
判
断
す
る
こ

と
。

■
資
格
取
得
の
報
告
義
務
に
つ
い
て

　

採
用
さ
れ
た
教
職
員
等
が
資
格
要
件
を
満
た

し
加
入
者
に
該
当
す
る
場
合
は
、
私
立
学
校
教

職
員
共
済
法
第
四
十
七
条
及
び
施
行
規
則
第
一

条
の
規
定
に
よ
り
、
学
校
法
人
等
代
表
者
に
資

格
取
得
の
報
告
義
務
が
生
じ
ま
す
。

私
学
共
済
制
度
の

　
　
　
　
　

加
入
者
資
格
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加
入
者
の
資
格
取
得

採
用
時
の
手
続
き

　

教
職
員
を
採
用
し
た
と
き
は
、
採
用
の
日
か

ら
十
日
以
内
に
資
格
取
得
の
報
告
を
し
て
く
だ

さ
い
。
採
用
し
た
教
職
員
が
七
十
歳
以
上
で
あ

っ
て
も
資
格
取
得
の
報
告
は
必
要
で
す
（
丙
種

校
は
、
こ
の
報
告
の
必
要
あ
り
ま
せ
ん
）。

　

な
お
、
四
月
一
日
採
用
予
定
者
は
事
前
受
付

を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

◎
提
出
す
る
書
類

①　

資
格
取
得
報
告
書

・
新
規
資
格
取
得

　

初
め
て
私
学
共
済
制
度
加
入
校
に
勤
務
す
る
人

・
継
続
資
格
取
得

　

前
任
校
（
私
学
共
済
制
度
加
入
校
）
を
退
職

し
た
日
又
は
そ
の
翌
日
に
後
任
校
で
加
入
者
に

な
る
人

・
再
資
格
取
得

　

過
去
に
私
学
共
済
制
度
に
加
入
し
た
人
で
、

一
日
以
上
の
期
間
を
空
け
て
再
び
加
入
者
に
な

る
人

②　

所
属
学
校
等
変
更
報
告
書

　

同
一
法
人
内
の
別
の
学
校
に
異
動
に
な
っ
た
人

▼
記
入
上
の
注
意

＊
報
告
書
の
氏
名
欄
に
外
国
人
氏
名
を
記
入
す

る
と
き

　

・
カ
タ
カ
ナ
欄
↓
カ
タ
カ
ナ
を
記
入
し
、
氏

と
名
の
間
に
ス
ペ
ー
ス
（
一
字
）
が
必
要
で

す
。

　

・
漢
字
欄
↓
漢
字
・
カ
タ
カ
ナ
又
は
大
文
字

の
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
で
記
入
し
、
氏
と
名
の

間
は
ス
ペ
ー
ス
（
一
字
）
が
必
要
で
す
。

＊
報
告
書
の
住
所
欄

　

必
ず
都
道
府
県
名
か
ら
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

＊
基
礎
年
金
番
号
の
記
入

　

私
学
事
業
団
で
は
、
提
出
さ
れ
た
資
格
取
得

報
告
書
の
基
礎
年
金
番
号
に
基
づ
き
、
加
入
者

情
報
を
社
会
保
険
業
務
セ
ン
タ
ー
に
提
供
し
ま

す
。

　

基
礎
年
金
番
号
の
記
入
が
な
い
場
合
、「
氏

名
等
の
フ
リ
ガ
ナ
」
が
一
文
字
違
っ
て
い
て
も

新
規
に
基
礎
年
金
番
号
が
付
番
さ
れ
、
二
重
付

番
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
同
一
人
と
思
わ
れ
る

者
が
い
る
場
合
は
、
付
番
済
み
の
疑
い
が
あ
る

と
し
て
、
社
会
保
険
業
務
セ
ン
タ
ー
か
ら
加
入

者
本
人
あ
て
に「
基
礎
年
金
番
号
照
会（
回
答
）

に
つ
い
て
」
が
送
付
さ
れ
ま
す
の
で
必
ず
回
答

し
て
く
だ
さ
い
。

　

こ
の
回
答
を
し
な
か
っ
た
場
合
は
、
加
入
者
の

取
得
情
報
を
は
じ
め
、
そ
の
後
の
異
動
処
理
（
氏

名
・
住
所
変
更
・
資
格
喪
失
等
）
に
つ
い
て
も

社
会
保
険
業
務
セ
ン
タ
ー
で
は
収
録
さ
れ
な
い

た
め
、
国
民
年
金
第
一
号
被
保
険
者
の
資
格
が

喪
失
さ
れ
な
か
っ
た
り
、
将
来
年
金
請
求
の
際

に
、
手
続
き
が
複
雑
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
資
格
取
得
報
告
書
に
は
、
必

ず
加
入
者
の
基
礎
年
金
番
号
を
確
認
し
記
入
し

て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
資
格
取
得
報
告
書
に
基
礎
年
金
番
号

の
記
入
が
な
い
場
合
（
無
に
〇
が
あ
る
場
合
は

除
く
）
は
、
確
認
通
知
書
に
「
基
礎
年
金
番
号

追
加
報
告
書
」
を
同
封
し
ま
す
の
で
、
記
入
し

て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
任
意
継
続
加
入
者
が
再
び
私
立
学
校
に
就
職

し
て
加
入
者
に
な
る
と
き

　

任
意
継
続
加
入
者
は
、「
任
意
継
続
加
入
者

資
格
喪
失
申
出
書
」
に
再
資
格
取
得
す
る
学
校

名
と
取
得
日
を
記
入
し
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

学
校
法
人
等
は
、「
資
格
取
得
報
告
書
」（
再

資
格
取
得
）
の
余
白
に
「
任
継
喪
失
申
出
書
提

出
済
」
と
朱
書
き
し
提
出
し
て
く
だ
さ
い
（
被

扶
養
者
が
い
る
場
合
は
、
次
項
の
「
被
扶
養
者

の
認
定
」
参
照
）。

　

加
入
す
る
人
に
被
扶
養
者
が
い
る
と
き
は

「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
に
、
戸
籍
謄
本
な

ど
加
入
者
と
の
続
柄
を
確
認
で
き
る
書
類
や
所

得
証
明
書
な
ど
扶
養
の
事
実
を
証
明
す
る
書
類

を
添
付
し
て
、
必
ず
資
格
取
得
報
告
書
と
一
括

し
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

や
む
を
得
ず
、
添
付
書
類
が
整
わ
な
い
と
き

は
、
資
格
取
得
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
理
由
書

を
付
け
て
先
に
申
請
書
だ
け
で
も
送
付
し
て
く

だ
さ
い
。
申
請
書
は
書
類
不
備
で
返
送
さ
れ
ま

す
が
、
後
日
、
添
付
書
類
が
整
っ
た
後
に
一
括

し
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
資
格
取
得
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
申

請
書
を
提
出
し
な
か
っ
た
場
合
は
、
そ
の
申
請

書
を
受
け
た
日
（
発
信
年
月
日
が
確
認
で
き
る

場
合
は
そ
の
日
）
が
被
扶
養
者
の
認
定
年
月
日

と
な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

＊
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
の
「
加
入
者
番
号
」

欄
に
つ
い
て
は
、
学
校
番
号
だ
け
を
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

◎
被
扶
養
者
認
定
申
請
時
の
添
付
書
類

①　

認
定
に
必
要
な
添
付
書
類
に
つ
い
て
は

「
事
務
の
手
引
」（
平
成
十
七
年
版
）
一
六
一

ペ
ー
ジ
か
ら
一
六
四
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て
く
だ

さ
い
。

②　

被
扶
養
者
の
い
る
私
学
共
済
制
度
の
任
意

継
続
加
入
者
が
再
資
格
取
得
し
引
き
続
き
被
扶

養
者
の
認
定
を
申
請
す
る
場
合
は
、「
被
扶
養

者
認
定
申
請
書
」
の
余
白
に
「
任
意
継
続
か
ら

の
再
取
得
」
と
朱
書
き
す
る
こ
と
で
、
添
付
書

類
が
省
略
で
き
ま
す
。

③　

他
の
被
用
者
保
険
制
度
（
国
民
健
康
保
険

は
除
く
政
管
健
保
、健
保
組
合
、共
済
組
合
等
）

か
ら
、
引
き
続
き
資
格
取
得
す
る
場
合

＊
他
の
被
用
者
保
険
制
度
で
被
扶
養
者
に
認
定

さ
れ
て
い
た
配
偶
者
の
み
又
は
配
偶
者
と
子
を

被
扶
養
者
の
認
定
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引
き
続
き
被
扶
養
者
と
し
て
申
請
す
る
場
合

は
、
戸
籍
謄
本
や
所
得
証
明
書
等
に
代
え
て
、

保
険
証
の
写
し
又
は
資
格
証
明
書
等
で
も
取
り

扱
い
ま
す
が
、
続
柄
の
記
載
が
な
い
場
合
は
、

別
途
書
類
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

＊
子
だ
け
が
被
扶
養
者
に
認
定
さ
れ
て
い
て
、

学
校
法
人
等
か
ら
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い

場
合
は
、
夫
婦
共
同
扶
養
の
確
認
の
た
め
、
加

入
者
と
配
偶
者
の
収
入
を
比
較
す
る
書
類
と
し

て
、
加
入
者
の
年
収
見
込
証
明
と
配
偶
者
の
年

収
見
込
証
明
又
は
前
年
の
源
泉
徴
収
票
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

◎
遠
隔
地
被
扶
養
者
証

　

被
扶
養
者
が
加
入
者
と
離
れ
た
場
所
で
生
活

す
る
場
合
は
、
遠
隔
地
被
扶
養
者
証
を
交
付
し

ま
す
の
で
、「
遠
隔
地
被
扶
養
者
証
交
付
申
請

書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
同
居

を
条
件
と
し
て
認
定
さ
れ
て
い
る
被
扶
養
者
の

場
合
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

◎
国
民
年
金
第
三
号
被
保
険
者
の
届
け
出

　

二
十
歳
以
上
六
十
歳
未
満
の
配
偶
者
を
被
扶

養
者
と
し
て
認
定
申
請
す
る
場
合
は
、「
国
民

年
金
第
三
号
被
保
険
者
資
格
取
得
・
種
別
変
更
・

種
別
確
認
（
三
号
該
当
）
届
」
を
、
被
扶
養
者

認
定
申
請
書
と
同
時
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

①　

加
入
者
番
号
が
決
定
し
て
い
る
場
合
又
は

被
扶
養
者
と
し
て
認
定
さ
れ
た
場
合

　

学
校
法
人
等
の
代
表
者
が
加
入
者
に
「
療
養

資
格
証
明
書
」（「
事
務
の
手
引
」
一
〇
八
ペ
ー

ジ
参
照
）
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
加

入
者
番
号
等
は
共
済
事
業
本
部
又
は
各
会
館
の

共
済
業
務
課
（
湯
島
会
館
を
除
く
）
に
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

②　

加
入
者
番
号
が
未
決
定
の
場
合

　

医
療
機
関
の
窓
口
で
い
っ
た
ん
全
額
自
費
負

担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
場

合
、
診
療
に
要
し
た
費
用
の
う
ち
、
保
険
診
療

に
該
当
す
る
分
に
つ
い
て
は
療
養
費
や
家
族
療

養
費
と
し
て
現
金
給
付
さ
れ
ま
す
の
で
、「
診

療
報
酬
領
収
済
証
明
書
」
に
医
師
の
証
明
を
受

け
、「
療
養
費
・
家
族
療
養
費
請
求
書
」
に
添

付
し
て
請
求
し
て
く
だ
さ
い
。

●
積
立
貯
金

　

積
立
貯
金
に
加
入
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格

取
得
し
た
と
き
は
、
積
立
貯
金
は
一
時
保
留
の

取
り
扱
い
と
な
り
ま
す
。
後
任
校
で
積
立
貯
金

を
取
り
扱
っ
て
い
る
場
合
は
、
加
入
者
番
号
が

決
ま
り
次
第
「
積
立
復
活
届
書
」
を
提
出
す
る

こ
と
に
よ
り
、
積
み
立
て
を
再
開
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　

な
お
、
後
任
校
で
積
立
貯
金
を
取
り
扱
っ
て

い
な
い
場
合
は
事
前
に
「
積
立
貯
金
解
約
請
求

書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

●
積
立
共
済
年
金
・

　
　
　
　

共
済
定
期
保
険

　

積
立
共
済
年
金
又
は
共
済
定
期
保
険
に
加
入

し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き
は
、

自
動
的
に
継
続
加
入
と
な
り
ま
す
の
で
、
手
続

き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
継
続
資
格
取
得
時
に
住
所
及
び
振
替

口
座
の
変
更
を
す
る
場
合
は
、
積
立
共
済
年
金

加
入
者
は
「
積
立
共
済
年
金
振
替
口
座
・
住
所

変
更
依
頼
書
」
を
、
共
済
定
期
保
険
加
入
者
は

「
共
済
定
期
保
険
事
業
振
替
口
座
・
住
所
・
電

話
番
号
変
更
申
出
書
」を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

●
貸
付
け

　

貸
付
け
を
利
用
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取

得
を
し
て
、
引
き
続
き
定
期
償
還
を
希
望
す
る

場
合
は
、
後
任
校
か
ら
「
異
動
報
告
書
」
を
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。
後
任
校
で
退
職
し
た
場
合

は
、
後
任
校
で
責
任
を
も
っ
て
即
時
償
還
金
の

回
収
を
し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
住
宅
貸
付
を
借
り
受
け
て
い
る
人

が
前
任
校
か
ら
支
給
さ
れ
る
退
職
手
当
等
で
全

額
償
還
で
き
る
場
合
は
、
引
き
続
き
定
期
償
還

と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
前
任
校
で

全
額
償
還
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
前
任
校
の
退
職
手
当
等
で
全
額
償
還

で
き
な
い
場
合
や
同
一
県
内
の
学
校
間
を
異
動

し
た
た
め
に
退
職
金
財
団
等
か
ら
退
職
手
当
が

支
給
さ
れ
な
い
場
合
は
、「
異
動
報
告
書
」
に

次
の
書
類
を
添
付
し
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

前
任
校

＊
退
職
手
当
で
全
額
償
還
で
き
な
い
と
き

・「
退
職
手
当
支
給
証
明
書
」

　

支
給
さ
れ
た
退
職
手
当
の
範
囲
で
一
部
即
時

償
還
す
る
た
め
に
、「
償
還
通
知
書
」
と
「
払

込
取
扱
票
（
払
込
通
知
書
）」
を
送
付
し
ま
す
。

＊
退
職
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
と
き

・「
退
職
手
当
引
継
証
明
書
」（
退
職
手
当
を
後

任
校
へ
引
き
継
ぐ
旨
を
記
入
し
た
も
の
）

・「
退
職
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
理
由
書
」

　

後
任
校
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

後
任
校

・「
退
職
手
当
引
当
承
諾
書
」

・「
団
体
信
用
生
命
保
険
申
込
書
兼
告
知
書（
だ

ん
し
ん
告
知
書
）」（
団
体
信
用
生
命
保
険
に
引

き
続
き
加
入
す
る
場
合
）

　

前
任
校
で
退
職
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
と
き

は
、
前
任
校
か
ら
「
退
職
手
当
引
継
証
明
書
」

と
「
退
職
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
理
由
書
」
を

取
り
寄
せ
て
、
前
記
の
書
類
と
併
せ
て
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

＊
所
属
学
校
等
変
更
の
場
合
は
手
続
き
は
不
要

で
す
が
、
所
属
学
校
等
変
更
の
確
認
が
さ
れ
る

ま
で
は
前
任
校
で
償
還
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す

の
で
、
償
還
通
知
ど
お
り
の
払
い
込
み
を
し
て

く
だ
さ
い
。

　

加
入
者
証
が
届
く
前
に

　
　
　
　

診
療
を
受
け
る
と
き

　
　

継
続
資
格
取
得
者
の

　
　
　
　
　
　
　

福
祉
事
業
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湯河原　敷島館 〒259－0314　神奈川県足柄下郡湯河原町宮上745
0465（63）3755

早春の風に包まれて…

大人　　7,400円
子供　　4,600円

ウインタープラン
（１泊２食）

平成18年 3月 31日まで

大人　　　8,000円

連泊２泊目　7,600円

子供　　 　4,600円

スプリングプラン
（１泊２食）

平成18年４月１日～４月27日

春の訪れを古都金沢で―桜の風景と文豪を育んだ金沢の風情が味わえる散策がおすすめ

段葛の桜景色

鎌倉　あじさい荘 〒248－0021　鎌倉市坂ノ下25－4
0467（22）3506

　鎌倉を代表する鶴岡八幡宮の広い境内にある350本余りの桜の木。例年３月の上旬には、流鏑馬に使用される馬場の彼岸桜や大
石段（61段）上の河津桜が見頃となります。また、源頼朝が妻の政子の安産祈願のために造らせた段葛は、若宮大路の中央に石を
積み重ねて一段高くした全長約500mの参道で、その参道を包み込むようにソメイヨシノが植えられており、花吹雪の舞う桜のトン

ネルとなります。古都鎌倉の花散歩に便利なあじさい荘を
ぜひご利用ください。

１名様　　8,085円

宿泊プラン
（１泊２食）

通年適用
（年末年始を除く）

１名様　　11,000円

竹久夢二の金沢ロマンプラン
（１泊２食）

期間　平成18年３月31日～11月 30日

１名様　　11,490円

宿泊プラン
（１泊２食）

通年適用
（年末年始を除く）

１名様　　9,870円
※夕食は宴会場でご用意しております。

宴会・宿泊プラン
（１泊２食）

10名様以上の小団体対象

通年適用
（年末年始・夏期を除く）

金沢　兼六荘 〒920－0918　金沢市尾山町6－40
076（232）1239　　　http://www.kenrokusou.com/

★★★おすすめプラン
　　　「竹久夢二の金沢ロマンプラン」
　竹久夢二館観覧と湯涌温泉入湯券がセットに
なったプランです。
　夢二が恋人と時を過ごした奥座敷の湯涌温泉
まで、車で往復送迎いたします。
　ゆっくりと湯涌の名湯を愉しみ、夕食は兼六
荘内の和食処（料亭「つば甚」直営店）で加賀
会席の夕べをご堪能ください。詳しくは、直接
兼六荘へお問い合わせください。

軽井沢　すずかる荘 〒389－0111　長野県北佐久郡軽井沢町大字長倉3607
0267（45）7311

　湯河原温泉は関東地方の南に位置し、温暖な気候であることから、早くから春の気分をお楽しみい
ただけます。

　３月中旬までは、町内幕山梅林にて「梅の宴」と称する観梅のイベントが行われ、梅林内は紅梅・白梅の香りで包まれます。
　４月上旬、湯河原町から箱根町を結ぶ通称「椿ライン」は道路沿いに植えられた桜が満開となり、さながら桜のトンネルのよう
になります。
　さらに、湯河原温泉から車で約１時間程の伊豆
では、イチゴ狩りも楽しめます。
　また、施設敷地内の源泉より湧出（毎分約40リ
ットル）する敷島館の温泉は、源泉かけ流しで、
神経痛や関節痛・疲労回復などに効能があります。
　都心から約２時間。湯河原温泉では温泉保養・
レジャーの玄関口として、皆様のお越しを温泉の
湯煙とともに心よりお待ちいたしております。

やぶさめ

だんかずら

その他宿泊プランにつ
きましては直接施設に
お問い合わせください。

＊３月 18、19日は、軽井沢プリンススキ
ー場の「スキー子供の日」に合わせて子
供料金を 2,600円にてご用意しています。

　まだ、寒さの厳しい軽井沢ではありますが、
雪の中に草木の芽吹きや日差しの力強さ等の大
自然の春の息吹を堪能してみてはいかがでしょ
うか。
　すずかる荘では、３月、４月、５月とそれぞ
れにお得な割引プラ
ンをご用意してお待
ちしております。

宿泊施設のご案内 インターネットで宿泊予約ができます
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〒 113-8577 東京都文京区湯島１-７-５　☎ 03（3813）5321 （代表）
共済事業に関するお問い合わせは、共済事業本部まで 電話番号を間違えないようにお願いします

http://www.shigakukyosai.jp/

３月の共済事業スケジュール

貸付

払戻・解約請求締切
脱退申出等締切

払込期限〔必着〕

申込・任意償還申出締切

送金

貯金

共済定期保険

貸付

１日（水）

２日（木）

10日（金）

15日（水）

16日（木）

22日（水）

24日（金）

31日（金）

２月分納期限

退職・脱退申出等締切

掛金

翌月22日送金申込締切貸付

海外保養施設 ６月、８月利用予約締切

積立共済年金

送金貯金20日（月）

資格取得・資格喪失報告書事前受付締切

資格取得・資格喪失報告書事前受付開始

貯金

貸付 送金

４月の共済事業スケジュール

貯金

貸付

払込期限〔必着〕

申込・任意償還申出締切

10日（月）

14日（金）

貸付　送金３日（月）

資格取得・資格喪失報告書の事前受付

　今年も３月31日退職予定者や４月１日採用予定者の届
け出にかかる事前受付を行います。受付期間は、３月１
日（水）から16日（木）までです。確認通知書等の発
送は４月１日となります。詳細は、本誌２月号VOL.98
に掲載しています。
　なお、事前受付期間を過ぎてから到着した報告書等の
事務処理は４月以降となりますので注意してください。

共済定期保険平成17年度配当金の受取口座

　平成17年度配当金の送金は、７月上旬の予定です。
　現在届け出ている指定金融機関（保険料振替口座）に
口座の解約や改姓による名義変更及び金融機関の統廃合
による支店名や口座番号の変更がある場合には、４月14
日（金）までに「振替口座・住所・電話番号変更申出書」
を提出してください。
　なお、期限までに変更申出書の提出がない場合は、配
当金の送金が１か月ほど遅れるだけでなく、後期保険料
の振り替えができず、自動脱退の扱いとなることもあり
ますので、注意してください。

加入者の所属は適正な学種で

　「資格取得報告書」「所属学校等変更報告書」は同一
法人で複数の学種又は学校（大学・短大・高校等）を有
する場合、必ず加入者が所属する学種又は学校で報告し
てください。
　また、現在、所属が実際と異なっている場合は直ちに
訂正等の申し出をしてください。

平成18年度任意継続加入者標準給与の上限額

　任意継続加入者にかかる標準給与の上限額は、平成17
年度と同額の383,000円、任意継続掛金の限度額は25,737
円、介護分掛金の限度額は、本誌10ページでお知らせし
ました掛金率で確定した場合は、3,393円になります。
　また、「平成18年度任意継続加入者用介護分掛金早見
表」は、３月20日頃に送付する予定です。
　なお、任意継続加入者標準給与の上限額が据え置きに
なったことにより「平成18年度任意継続掛金早見表」は
作成いたしませんので、17年度分をご利用ください。

ホームページ新規掲載事項のご案内

　私学共済事業ホームページに、次の２項目を３月下旬
に新規に掲載します。
　また、地域保健事業のスポーツ施設であるティップネ
スの「法人記名人登録会員申込書」を３月からダウンロ
ードできるようにしましたのでご活用ください。
　①英語版ホームページ

　私学共済ブック2005［給付編］とほぼ同じ内容の
英語版ホームページを開設します（英文パンフレッ
ト「私学共済制度のご案内」は廃刊します）。

　②共済業務スケジュール
　「私学共済手帳」の廃止に伴う代替措置として、
事務担当者コーナーに共済業務スケジュールを掲載
します。初回は４月分から６月分までのスケジュー
ルを掲載し、次回からは更新月を含む４か月分を毎
月25日（土・日・祝日のときは翌日）に更新します。
保健・貸付関係の申込締切日・送金日や掛金納付期
限日、広報刊行物等の発送スケジュールを掲載します。
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委
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員

採
用
試
験
を
行
い
ま
す
。

●
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験
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付
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付
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付
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。
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発
行
願
に
つ
い
て

　

助
成
業
務
の
貸
付
金
に
係
る
残
高
証
明
書
に
つ
い
て

は
、
貸
付
残
高
の
あ
る
全
学
校
法
人
に
対
し
、
平
成
十

八
年
三
月
三
十
一
日
現
在
の
「
貸
付
金
残
高
証
明
書
」

一
部
を
、
五
月
上
旬
に
送
付
す
る
予
定
で
す
。

　

該
当
法
人
に
お
い
て
は
発
行
願
は
不
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
下
記
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
使
用
目
的
・

証
明
年
月
日
・
必
要
部
数
を
明
記
し
、
契
約
時
に
使
用

を
し
た
理
事
長
印
を
押
印
し
た
「
残
高
証
明
書
の
発
行

願
」（
Ａ
４
判
）
と
「
返
信
用
封
筒
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切
手
貼
付
）
を

同
封
の
う
え
、
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

一　

平
成
十
七
年
度
末
現
在
の
残
高
証
明
書
を
二
部
以

上
必
要
と
す
る
場
合

二　

平
成
十
七
年
度
末
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在
以
外
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点
で
の
残
高
証

明
書
を
必
要
と
す
る
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な
お
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済
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、
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末
時
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て
残
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な
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合
に
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、
残
高
証

明
書
の
発
行
は
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ま
せ
ん
の
で
ご
了
承
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だ
さ
い
。

〔
監
査
人
へ
の
残
高
証
明
書
の
発
行
〕

　

監
査
人
へ
の
残
高
証
明
書
の
発
行
に
つ
い
て
は
、
直

接
本
事
業
団
か
ら
監
査
人
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送
付
し
ま
す
。
必
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す

る
学
校
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は
、
残
高
証
明
書
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あ
る
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頼
状
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公
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会
計
士
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式
）
と
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先
の
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人
の
住
所
・
名
称
を
明
記
し
た
返
信
用
封

筒
（
表
に
「
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人
○
○
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園
監
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資
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学
校

法
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号
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、
切
手
貼
付
）
を
送
付
し
て
く
だ
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い
。
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